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実施概要 

 

（１）調査目的 

 市内の小規模事業者が、自社の保有する人材や技術、ネットワークなどの知的資産（強み）を明確

に認識し、その強みを活かし堅固な経営基盤を築き成長発展に繋げていくことにより、地域で雇用を創

出・維持する等の、「事業の持続的発展」を確かなものとするために、地域内の経済動向を調査し、小

規模事業者の経営判断の参考資料として役立てていただくことを目的とする。 

 

（２）調査対象 

 商工会議所にて保有する会員データのうち、業種、エリアに偏りが発生しないよう無作為に抽出した 

 2,606 社を対象とする。 

 

（３）調査方法 

 調査対象の 2,606 社の事業者に対して「地域の経済動向に関するアンケート調査票」を送付した後、 

 未回答の事業者に対して、アンケート回収率促進のため電話による架電を実施。 

 

（４）回収方法 

 ①送付した調査票に同封した返信用封筒による回収 

 ②FAX による回収 

 

（５）回収状況 

 発送：2,606 社 

 回収：879 社 

 回収率：33.7 ％ 

※アンケート調査票の最終提出日を平成28 年 7 月 29 日（金）までとしていたが、回収状況を 

鑑み、8 月 10 日（水）までに到着した物に関して集計を実施。 

また有効回答数については、アンケート項目によって未回答（空欄）のデータもあるため、他の結果 

と異なるケースがあります。 

 

（６）配布先及び業種一覧 

  西区 北区 大宮区 見沼区 中央区 桜区 浦和区 南区 緑区 岩槻区 合計 

製造業 27  25  19  25  26  32  16  39  26  112  347  

卸売業 8  20  14  13  9  10  11  11  9  25  130  

小売業 23  38  59  39  43  23  72  43  34  78  452  

建設業 60  49  44  77  42  46  36  55  54  107  570  

飲食業 5  12  37  7  11  7  37  15  5  19  155  

理美容業 3  8  11  8  9  5  12  10  3  15  84  

不動産業 6  15  34  13  15  8  23  19  11  13  157  

サービス業 36  68  111  58  71  38  115  74  42  98  711  

合    計 168  235  329  240  226  169  322  266  184  467  2,606  
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（７）回答分布（業種別×エリア別） 

  西区 北区 大宮区 見沼区 中央区 桜区 浦和区 南区 緑区 岩槻区 未回答 合計 

製造業 7 7 7 10  16  14  9 17  8 30  0 125  

卸売業 3 10  5 10  7 7 4 7 6 14  0 73  

小売業 5 12  15  13  10  6 26  6 9 29  0 131  

建設業 27 17  11  16  11  12  9 12  11  34  0 160  

飲食業 2 7 5 2 4 2 10  2 1 3 0 38  

理美容業 1 2 3 2 3 0 2 5 0 7 0 25  

不動産業 1 4 7 3 6 4 7 8 2 8 0 50  

サービス業 13 19  41  17  21  16  34  22  10  31  1 225  

その他 4 5 4 3 4 2 12  3 3 6 0 46  

未回答 0 0 2 0 0 0 0 1 1 2 0 6 

合計 63 83  100  76  82  63  113  83  51  164  1 879  

 

（８）回収率 

  西区 北区 大宮区 見沼区 中央区 桜区 浦和区 南区 緑区 岩槻区 合計 

製造業 25.9%  28.0%  36.8%  40.0%  61.5%  43.8%  56.3%  43.6%  30.8%  26.8%  36.0%  

卸売業 37.5%  50.0%  35.7%  76.9%  77.8%  70.0%  36.4%  63.6%  66.7%  56.0%  56.2%  

小売業 21.7%  31.6%  25.4%  33.3%  23.3%  26.1%  36.1%  14.0%  26.5%  37.2%  29.0%  

建設業 45.0%  34.7%  25.0%  20.8%  26.2%  26.1%  25.0%  21.8%  20.4%  31.8%  28.1%  

飲食業 40.0%  58.3%  13.5%  28.6%  36.4%  28.6%  27.0%  13.3%  20.0%  15.8%  24.5%  

理美容業 33.3%  25.0%  27.3%  25.0%  33.3%  0.0%  16.7%  50.0%  0.0%  46.7%  29.8%  

不動産業 16.7%  26.7%  20.6%  23.1%  40.0%  50.0%  30.4%  42.1%  18.2%  61.5%  31.8%  

サービス業 36.1%  27.9%  36.9%  29.3%  29.6%  42.1%  29.6%  29.7%  23.8%  31.6%  31.5%  

合計 37.5%  35.3%  30.4%  31.7%  36.3%  37.3%  35.1%  31.2%  27.7%  35.1%  33.7%  

 

卸売業者からの回収率が56.2% と全体回収率の33.7% に比べても突出して高い数字となっておりますが、こち

らについては卸売業・小売業の双方を実施している事業者の売上が、現状卸売業に集中しているためだと想定さ

れます。 

残念ながら、理容美容の桜区と緑区の回答を頂くことができませんでしたが、こちらに関しては送付先が桜区（5

件）、緑区（3 件）と少なかった事が要因かと思われます。 

また、本アンケートにおける回収率がここまで高くなった要因としては、事業者の意識が高かった事並びに、アンケー

ト送付後に未回答の事業者に対してご協力依頼の電話連絡を実施したことが大きな要因であると思われます。 
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調査報告 

 

（１）所在区について 

極端な偏りが発生しないように、対象事業者の所在地を選定した事もあり、市内全体からの回答を頂くことができ

ました。やはり、大商業地域である大宮区、浦和区に関しては若干ではありますが回答の割合が高くなる結果とな

りました。 

 

（２）業種について（売上割合がもっとも高いもの）  
事業者数（括弧内は配布数） 割合 

製造業 125 （347 ） 14.3 % 

卸売業 73（130 ） 8.4 %  

小売業 131 （452 ） 15.0 % 

建設業 160 （570 ） 18.3 % 

飲食業 38（155 ） 4.4 %  

理美容業 25（ 84） 2.9 %  

不動産業 50（157 ） 5.7 %  

サービス業 225（711 ） 25 .7% 

その他 46（  0） 5.3%  

元々の配布数が少なかった飲食業、不動産業、理美容業の回答割合が低い結果となりました。 

  

  事業者数 割合 

西区 63  7.2%  

北区 83  9.5%  

大宮区 98  11.3%  

見沼区 76  8.7%  

中央区 82  9.4%  

桜区 63  7.2%  

浦和区 113  13.0%  

南区 82  9.4%  

緑区 50  5.7%  

岩槻区 162  18.6%  
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20歳代

0.0%
30歳代

4.2%

40歳代

19.0%

50歳代

23.7%60歳代

30.6%

70歳代以上

22.5%

経営者の年齢について

（３）従業員数について 

  事業者数 割合 

0 人 179  20. 5% 

1 人～5 人 431  49.3%  

6 人～10 人 116  13.3%  

11 人～15 人 50  5.7%  

16 人～20 人 32  3.7%  

20 人以上 66  7.5%  

従業員数が 5 名以下の事業所が全体の69. 7%と全体の70% 程度となっており、20 名以上の事業者に関し

ても7.6% の結果となりました。 

全体として、代表者個人もしくは役員のみにて事業をおこなっている事業者も多く、1 人～5 人の従業員にて事業

を行っている事業者が過半数を占めています。 

 

（４）経営者の年齢について  
事業者数 割合 

20 歳代 0 0.0%  

30 歳代 37  4.2%  

40 歳代 167  19.0%  

50 歳代 208  23.7%  

60 歳代 269  30.6%  

70 歳代以上 198  22.5%  

 

 

 

 

  

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

今回の調査では20 歳代の経営者からの回答はありませんでしたが、その他の年代では比較的均等な結果となり

ました。50 歳以上の年代を合計すると76.8 ％と比較的高齢者が多い事がいえます。 
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好転している

8.3%

変わりない

49.5%

悪化している

42.2%

景気について

（５）景気について  
事業者数 割合 

好転している 73  8.3%  

変わりない 433  49.5%  

悪化している 369  42.2%  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

景気に関しては、「変わりない」と回答した方が約半数の 49.5% 、「悪化している」と回答した方が 42.2% と高い

回答となりました。8.3% の事業者が「好転している」と回答しておりますが、如何にして現状を打破するかが課題

であると言えます。 

 

（６）直近 1 年の売上規模について  
事業者数 割合 

～500 万円 70  8.0%  

501 万円～1,000 万円 91  10.5%  

1,001 万円～5,000 万円 278  32.0%  

5,001 万円～1 億円 148  17.0%  

1 億円超 283  32.5%  

売上規模 5,000 万円以下の割合が50.5% 、5,001 万円以上の割合が49.5% 。49.5% のうち32.5 ％ 

の方が１億円超の割合となりました。 
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増加（10% 以上）

7.5%

やや増加（5% 以上）

18.0%

変わりない

28.7%

やや減少（5% 以上）

24.6%

減少（10% 以上）

21.2%

去年との売上高の比較について

（７）去年との売上高の比較について  
事業者数 割合 

増加（10% 以上） 66  7.5%  

やや増加（5% 以上） 158  18.0%  

変わりない 252  28.7%  

やや減少（5% 以上） 216  24.6%  

減少（10% 以上） 186  21.2%  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）にて景気が「好転している」と回答した方が 8.3 ％でしたが、売上高比較に関しては、「増加（10 ％以

上）」と「やや増加（5% ）」を足した割合が 25.5 ％となりました。景気が好転している感じとは別に、売上高に

関しては、約１／４の事業者が増加している結果となり、売上高に関しては上昇傾向が読み取れます。 
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上向きである

12.6%

変わりない

45.5%

下向きである

41.9%

売上等今後の見通しについて

（８）売上等今後の見通しについて  
事業者数 割合 

上向きである 109  12.6%  

変わりない 395  45.5%  

下向きである 364  41.9%  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）の景気が「好転している（8.3% ）」、「変わりない（49.5% ）」、「悪化している（42.2% ）」との回答

に対し、今後の見通しについては「上向きである」が「好転している」に比べ4.3 ％高く、「下向きである」が「悪化し

ている」に比べ0.3 ％低い結果となりました。 

若干ではありますが、今後の見通しに関しては、明るい材料も一部では発生している事がうかがえます。 

 

（９）雇用の状況について  
事業者数 割合 

増加している 73  8.8%  

変わりない 584  70.0%  

減少している 177  21.2%  

（５）の景況感からも解るとおり、91.7% の事業者が「変わりない」、「悪化している」と回答していることからも、

雇用が増加している事業者に関してはごく一部に限られている結果となりました。 
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（１０）雇用の現状について  
事業者数 割合 

過剰気味 33  4.0%  

ちょうど良い 516  62.6% 

不足気味 275  33. 4% 

（５）において現状の景気が「変わりない」、「悪化している」と回答した事業者が91.7% でしたが、雇用の過不

足感に関しては、33.4% もの事業者が「不足気味」と回答しており、景気の先行きが見えない中、仕事が増加し

ても雇用を増やす事が出来ず、既存の従業員のみで運営している事業者が多いと読み取れます。 

 

（１１）事業後継者について  
事業者数 割合 

いる 366  42.3% 

いない 499  57.7% 

後継者が「いない」と回答した事業者が57.7% と半数以上が後継者不足に問題を抱えていると思われます。 

 

（１２）事業承継（経営者の代替わり）の取組状況について  
事業者数 割合 

完了している 70  8.2%  

現在進行中 315  36.6%  

取り組んでいない 475  55. 2% 

後継者が「いない」事業者もその大半が事業承継に関しての取り組みがなされていないと想定されます。 

 

（１３）顧客の動向について  
事業者数 割合 

増加している 143  16.6%  

変わりない 430  49.8%  

減少している 290  33.6%  

16.6% の事業者が「増加している」と回答しているのに対して、「減少している」との回答が 33.6% と高い数字と

なっており、依然として厳しい現状がうかがえます。 

 

（１４）顧客のエリアについて  
事業者数 割合 

所在区内 155  9.4%  

さいたま市内 526  31.8%  

隣接市 254  15.4%  

その他の埼玉県内 354  21.4%  

県外 339  20.5%  

国外 25  1.5%  

業種により片寄りがあると予想されますが、所在区内を除くさいたま市内の顧客が最も多い結果となりました。所在

区内での顧客は少なく、半数以上が市外や県外をターゲットして事業展開されている結果となりました。 
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（１５）顧客の法人、個人について  
事業者数 割合 

法人 497  56.8%  

個人 369  42.2%  

法人・個人 6 0.7%  

どちらでもない 3 0.3%  

法人、個人に関して偏りは大きくはありませんが、若干法人向けの事業者が多い結果となりました。 

 

（１６）個人のお客様の利用層（年齢層）について  
男性 割合 女性 割合 

20 歳代以下 73  5.2%  79  5.6%  

30 歳代 116  8.3%  105  7.5%  

40 歳代 170  12.1%  136  9.7%  

50 歳代 169  12.0%  148  10.5%  

60 歳代以上 204  14.5%  206  14.6 % 

個人の客層については、40 歳代～60 歳代以上のお客様をターゲットとしている傾向が見受けられます。 

それに反して20 歳代以下や30 歳代といった比較的若いお客様はターゲットにできておらず、ビジネスチャンスが潜

んでいる可能性があると読み取れます。 

 

（１７）仕入価格の動向について  
事業者数 割合 

上昇している 359  43. 2% 

変わりない 384  46. 3% 

減少している 87  10.5%  

「上昇している」、「変わりない」との回答が89. 5%となり、引き続き厳しい状況が続いていることがうかがえます。 

 

（１８）仕入先のエリアについて  
事業者数 割合 

所在区内 61  4.4%  

さいたま市内 414  30 .0% 

隣接市 184  13.3%  

その他の埼玉県内 296  21.4%  

県外 400  28.9%  

国外 28  2.0%  

さいたま市内が30.0% と最も高く、比較的近隣のエリアからの仕入れが多い結果となりました。（１４）顧客の

エリアと同様に、所在区内での仕入先は少なく、半数以上が市外や県外を仕入先として事業展開されている結

果となりました。 
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代表者や従業員の知識・経験

39.5%

自社の独自技術

19.9%

自社の独自商品

13.7%

業界等のネットワーク

12.7%

商圏の優位性

7.1%

その他

5.0%

資金力

2.1%

自社の強みについて

（１９）現在認識している自社の強みについて  
事業者数 割合 

代表者や従業員の知識・経験 466  39. 5% 

自社の独自技術 235  19.9%  

自社の独自商品 161  13.7%  

業界等のネットワーク 150  12.7%  

商圏の優位性 83 7. 1% 

その他 59 5.0%  

資金力 25 2.1%  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者が認識している強みについては、「代表者や従業員の知識・経験」が39. 6% と最も多く、次いで「自社の

独自技術」となりました。それらを如何にして承継していくのかが課題であるとともに、知識や経験といった目に見え

づらいもの以外の強みについても模索する必要があると言えます。 

 

（２０）自社の経営において課題の有無について  
事業者数 割合 

有る 640  74. 3% 

無い 120  13.9%  

分からない 102  11.8%  

11.8 ％の方が「分からない」と回答しており、自社の現状を踏まえた課題が見つけられず、今後進むべき方向性に 

苦慮されていると見受けられます。 
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自社の経営課題について

（２１）自社の経営課題について  
事業者数 割合 

顧客獲得・販路開拓 355  24. 1% 

他社との競合 261  17.7%  

従業員の雇用や社員育成 261  17.7%  

資金繰り 212  14.4%  

事業承継問題 163  11. 0% 

情報収集 97 6.6%  

HP 等による広報・PR 93 6.3%  

その他 33 2.2%  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体として、顧客獲得・販路開拓が課題であると回答する事業者が最も多い結果となりました。 

事業者のターゲット分析や営業手法、扱っている商品等が顧客のニーズに即したものであるか今一度分析する必

要があると言えます。 

 

（２２）商工会議所の課題解決支援について  
事業者数 割合 

知っていて、活用したいと思う 249  30 .3% 

知っていたが、活用したいと思わない 355  43 .2% 

知らなかったので、活用したいと思う 125  15 .2% 

知らなかったし、活用したいと思わない 93  11 .3%  

「（知っていたが・知らなかったし）活用したいと思わない」、と回答した事業者が54.5% と半数を上回っており、

商工会議所の経営支援が現在の事業者ニーズに即しているのか、また、活用いただくための方法を模索する必要

があることが分かりました。 
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その他分析 

 

（１）業種別景気分布について 

  好転している 変わりない 悪化している 

製造業 10 52  62  

卸売業 5 25  43  

小売業 8 35  88  

建設業 20 98  40  

飲食業 1 22  15  

理美容業 1 7 17  

不動産業 3 37  10  

サービス業 19 128  77  

その他 6 27  13  

未回答 0 2 4 

全体 73 433  369  

 

 

  好転している 変わりない 悪化している 

製造業 8.1%  41.9%  50.0%  

卸売業 6.9% 34.2%  58.9% 

小売業 6.1%  26.7%  67.2%  

建設業 12.7%  62.0%  25.3%  

飲食業 2.6%  57.9%  39.5%  

理美容業 4.0%  28.0%  68.0%  

不動産業 6.0%  74.0%  20.0%  

サービス業 8.5%  57.1%  34.4%  

その他 13.0%  58.7%  28.3%  

未回答 0.0%  33.3%  66.7%  

全体 8.3%  49.5%  42.2%  
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業種別に景況感を集計したところ、「好転している」と回答した業種の中で、「建設業」「サービス業」の割合が比較

的高い結果となりました。 

特に建設業では、「悪化している」と回答した事業者の割合も25.3% と全体の中で一番低い結果となっており、

業界全体で2020 年の東京オリンピック需要へ向けて動き始めている可能性がうかがえます。 

特に過去のオリンピックでは開催１～2 年前に大きく増加していた傾向もあり今後も堅調な動きも予想できます。 

一方、「好転している」割合が2.6% と一番低い飲食業、「悪化している」割合が68.0% と高い「理容美容」、

67.2% の「小売業」等では厳しい状況がうかがえます。 
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製造業 卸売業 小売業 建設業 飲食業 理美容業 不動産業 サービス業 その他 未回答

業種別景気分布

好転している 変わりない 悪化している
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（２）エリア別景気分布について  
好転している 変わりない 悪化している 

西区 8 33  22  

北区 12  38  31  

大宮区 9 51  40  

見沼区 6 39  31  

中央区 7 41  33  

桜区 4 33  26  

浦和区 10  48  55  

南区 5 38  40  

緑区 5 25  21  

岩槻区 7 87  69  

未回答 0 0 1 

全体 73  433  369  

  
好転している 変わりない 悪化している 

西区 12.7%  52.4%  34.9%  

北区 14.8%  46.9%  38.3%  

大宮区 9.0%  51.0%  40.0%  

見沼区 7.9%  51.3%  40.8%  

中央区 8.7%  50. 6% 40.7%  

桜区 6.3%  52.4%  41.3%  

浦和区 8.8%  42.5%  48.7%  

南区 6.0%  45.8%  48.2%  

緑区 9.8%  49.0%  41.2%  

岩槻区 4.3%  53.4%  42.3%  

未回答 0.0%  0.0%  100.0%  

全体 8.3%  49.5%  42.2%  

エリア別に景気感を集計したところ、特に突出したエリアはありませんでしたが、全体に比べて「好転している」

14.8% の北区と、12.7% の西区に関しては、比較的良い結果となっております。 

それに比べ、「好転している」との回答が 4.3 ％となった岩槻区は他のエリアに比べ低い数字となっており、厳しい状

況がうかがえます。 
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（３）去年との売上高の比較について（業種別） 

  増加 

(10% 以上) 

やや増加 

(5% 以上) 
変わりない 

やや減少 

(5% 以上) 

減少 

(10% 以上) 

製造業 6 24  36  29  30  

卸売業 7 13  13  23  17  

小売業 1 21  19  42  48  

建設業 17 34  46  34  29  

飲食業 0 2 21  10  5 

理美容業 1 3 6 8 7 

不動産業 6 9 20  9 5 

サービス業 26 42  72  50  35  

その他 2 10  18  10  6 

未回答 0 0 1 1 4 

全体 66 158  252  216  186  

  
増加 

(10% 以上) 

やや増加 

(5% 以上) 
変わりない 

やや減少 

(5% 以上) 

減少 

(10% 以上) 

製造業 4.8%  19.2%  28.8%  23.2%  24.0%  

卸売業 9.6%  17.8%  17.8%  31.5%  23.3%  

小売業 0.8%  16.0%  14.5%  32.1%  36.6%  

建設業 10.6%  21.3%  28. 7% 21.3%  18.1%  

飲食業 0.0%  5.3%  55.3%  26.3%  13. 1% 

理美容業 4.0%  12.0%  24.0%  32.0%  28.0%  

不動産業 12.2%  18.4%  40.8%  18.4%  10.2%  

サービス業 11.6%  18. 7% 31.9% 22.2%  15.6%  

その他 4.4% 21.7%  39. 1% 21.7%  13. 1% 

未回答 0.0%  0.0%  16.7%  16.7%  66. 6% 

全体 7.5%  18.0%  28.7%  24.6%  21.2%  
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「増加」・「やや増加」（10% 以上、5% 以上）の割合は全体の25.5% と、約 1/4 の事業者が昨年度より増加

していると回答しており、中でも建設業（31.9% ）、不動産業（30.6 ％）サービス業（30.3% ）と業種の中

でも増加している割合が高く好調がうかがえます。 

しかしながら、飲食業で「増加」・「やや増加」と回答した事業者は5.3% と他の業種に比べて低いことから、苦戦が

強いられている業種であると想定されます。 
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0.0%

28.8% 17.8%

14.5%

28.7%

55.3%
24.0%

40.8%
31.9% 39.1%

16.7%
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去年との売上高の比較について

増加（増加＋やや増加） 変わりない 減少（減少＋やや減少）
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（４）去年との売上高の比較について（エリア別）  
増加 

(10% 以上) 

やや増加 

(5% 以上) 
変わりない 

やや減少 

(5% 以上) 

減少 

(10% 以上) 

西区 7 15  13  14  14  

北区 8 15  26  18  16  

大宮区 9 19  29  21  22  

見沼区 8 16  22  17  13  

中央区 5 12  23  22  20  

桜区 3 12  16  21  11  

浦和区 10  22  26  20  35  

南区 6 17  24  19  16  

緑区 3 9 15  17  7 

岩槻区 7 21  58  46  32  

未回答 0 0 0 1 0 

全体 66  158  252  216  186  

  
増加 

(10% 以上) 

やや増加 

(5% 以上) 
変わりない 

やや減少 

(5% 以上) 

減少 

(10% 以上) 

西区 11.1%  23.8%  20. 7% 22.2%  22.2%  

北区 9.6%  18.1%  31.3%  21.7%  19.3%  

大宮区 9.0%  19.0%  29.0%  21.0%  22.0%  

見沼区 10.5%  21.1%  28.9%  22.4%  17.1%  

中央区 6.1%  14.6%  28. 1%  26.8%  24.4%  

桜区 4.8%  19.0%  25.4%  33.3%  17.5%  

浦和区 8.8%  19.5%  23.0%  17.7%  31.0%  

南区 7.3%  20.7%  29.3%  23.2%  19.5%  

緑区 5.9%  17. 7% 29.4%  33.3%  13.7%  

岩槻区 4.3%  12.8%  35.4%  28.0%  19.5%  

未回答 0.0%  0.0%  0.0%  100.0%  0.0%  

全体 7.5%  18.0%  28.7%  24.6%  21.2%  

西区（34.9% ）、見沼区（31.6% ）において、30% 以上の事業者が増加していると回答しておりますが、 

減少している事業者も割合として多く、好調・不調の二極化が進んでいる可能性が見て取れます。 
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（５）今後の見通しについて（業種別）  
上向きである 変わりない 下向きである 

製造業 13 55  55  

卸売業 5 26  40  

小売業 10 39  81  

建設業 19 93  46  

飲食業 2 23  13  

理美容業 2 6 15  

不動産業 6 29  15  

サービス業 43 102  78  

その他 9 20  17  

未回答 0 2 4 

全体 109  395  364  

  
上向きである 変わりない 下向きである 

製造業 10.6%  44.7%  44.7%  

卸売業 7. 1% 36. 6% 56.3%  

小売業 7.7%  30.0%  62.3%  

建設業 12.0%  58.9%  29.1%  

飲食業 5.3%  60.5%  34.2%  

理美容業 8.7%  26.1%  65.2%  

不動産業 12.0%  58.0%  30.0%  

サービス業 19.3%  45.7%  35.0%  

その他 19.6%  43.5%  36.9% 

未回答 0.0%  33.3%  66.7%  

全体 12.6%  45.5%  41.9%  
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サービス業に関しては、「上向きである」と回答した事業者が19.3% と最も高く（「その他」を除く）、現状の状況

に比べて今後の見通しが高い結果となりました。建設業、不動産業に関しても現状の結果と同様に全体の中では

比較的高い結果となりました。 
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（６）今後の見通しについて（エリア別）  
上向きである 変わりない 下向きである 

西区 8 29  24  

北区 14  41  28  

大宮区 17  44  38  

見沼区 9 38  26  

中央区 13  35  33  

桜区 6 29  28  

浦和区 12  48  53  

南区 10  37  36  

緑区 5 24  22  

岩槻区 15  69  76  

未回答 0 1 0 

全体 109  395  364  

  
上向きである 変わりない 下向きである 

西区 13.1%  47. 5% 39. 4% 

北区 16.9%  49.4%  33.7%  

大宮区 17.2%  44.4%  38.4%  

見沼区 12.3%  52.1%  35.6%  

中央区 16. 1%  43. 2% 40.7%  

桜区 9.5%  46. 0% 44. 5% 

浦和区 10.6%  42.5%  46.9%  

南区 12.0%  44.6%  43.4%  

緑区 9.8%  47.1%  43.1%  

岩槻区 9.4%  43.1%  47.5%  

未回答 0.0%  100.0%  0.0%  

全体 12.6%  45.5%  41.9%  

エリア別にみると、北区・大宮区・中央区が比較的上向き傾向が見て取れます。 
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（７）雇用の状況と今後の見通しについて  
上向きである 変わりない 下向きである 

増加している 37  30  6 

変わりない 64  310  203  

減少している 5 46  125  

未回答 3 9 30  

全体 109  395  364  

  
上向きである 変わりない 下向きである 

増加している 50.7%  41.1%  8.2%  

変わりない 11.1%  53.7%  35.2%  

減少している 2.9%  26.1%  71. 0% 

未回答 7.2%  21.4%  71. 4% 

全体 12.6%  45.5%  41.9%  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の見通しが「上向きである」と答えた事業者の50.7% が「雇用が増加している」と答えており、今後の見通し

が明るい事業者に関しては、先行投資も含めて積極的に雇用を増やしている事がうかがえます。 
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（８）雇用の現状と去年との売上比較について 

  増加 

(10% 以上) 

やや増加 

(5% 以上) 
変わりない 

やや減少 

(5% 以上) 

減少 

(10% 以上) 

増加している 21 29  14  4 5 

変わりない 39 110  202  138  94  

減少している 5 16  31  61  64  

未回答 1 3 5 13  23  

全体 66  158  252  216  186  

 

  増加 

(10% 以上) 

やや増加 

(5% 以上) 
変わりない 

やや減少 

(5% 以上) 

減少 

(10% 以上) 

増加している 28.8%  39.7%  19.2%  5.5%  6.8%  

変わりない 6.7%  18.9%  34.6%  23.7%  16.1%  

減少している 2.8%  9.0%  17.5%  34.5%  36.2%  

未回答 2.2%  6.7%  11.1%  28.9%  51.1%  

全体 7.5%  18.0%  28.7%  24.6%  21.2%  

また、去年からの売上比較に関しても、増加している事業者では雇用が増加している傾向があり、逆に売上比較

が減少している事業者に関しては減少している事がうかがえます。 
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（９）経営者の年齢と事業後継者について  
いる いない 

20 歳代 0 0 

30 歳代 14  20  

40 歳代 39  123  

50 歳代 67  137  

60 歳代 128  136  

70 歳代以上 117  80  

未回答 1 3 

全体 366  499  

  
いる いない 

20 歳代 0 0 

30 歳代 41.2%  58.8%  

40 歳代 24.1%  75.9%  

50 歳代 32.8%  67.2%  

60 歳代 48.5%  51.5%  

70 歳代以上 59.4%  40.6%  

未回答 25.0%  75.0%  

全体 42.3%  57.7%  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体の過半数以上（57.7% ）の事業者が後継者不在との結果となっておりますが、年齢別に見たところ、40

代～50 代の経営者の後継者不足が他の年齢層に比べ高い結果となりました。 

回答数は少なかったものの、30 代の経営者に関しては、40 代～50 代の経営者に比べると、後継者が「いる」と 

回答した割合が10％程高い結果となり、早い段階で後継者育成に目を向けていると考えられます。 

 

0.0%

41.2%

24.1%
32.8%

48.5%
59.4%

25.0%

42.3%

0.0%

58.8%

75.9%
67.2%
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（１０）自社の経営課題について（業種別）  

資金繰り 競合 
雇用 

社員育成 
事業承継 

顧客獲得 

販路開拓 
広報・PR 情報収集 その他 

製造業 44 32  30  32  57  11  9 4 

卸売業 19 37  30  23  37  11  10  2 

小売業 32 38  13  22  54  14  7 6 

建設業 36 42  68  24  48  12  16  1 

飲食業 6 5 13  4 13  6 2 5 

理美容業 3 7 7 1 8 4 1 2 

不動産業 8 14  13  9 16  4 15  0 

サービス業 51 73  73  38  102  25  30  9 

その他 12 12  14  8 17  5 5 3 

未回答 1 1 0 2 3 1 2 1 

全体 212  261 261  163 355 93 97 33  

  

資金繰り 競合 
雇用 

社員育成 
事業承継 

顧客獲得 

販路開拓 
広報・PR 情報収集 その他 

製造業 20.1%  14.6%  13.7%  14.6%  26. 1%  5.0%  4.1%  1.8%  

卸売業 11.2%  21.9%  17.8%  13.6%  21.9%  6.5%  5.9%  1.2%  

小売業 17.2%  20.4%  7.0%  11.8%  29. 1%  7.5%  3.8%  3.2%  

建設業 14.6%  17.0%  27.5%  9.7%  19.4%  4.9%  6.5%  0.4%  

飲食業 11.1%  9.3%  24.1%  7.4%  24.1%  11.1%  3.6% 9.3%  

理美容業 9.1%  21.2%  21.2%  3.0%  24. 3%  12.1%  3.0%  6.1%  

不動産業 10.1%  17.7%  16. 5% 11.4%  20. 2%  5.1%  19.0%  0.0%  

サービス業 12.7%  18.2%  18.2%  9.5%  25.4%  6.2%  7.5%  2.3% 

その他 15.8%  15.8%  18.4%  10.5%  22.4%  6.6%  6.6%  3.9%  

未回答 9.1% 9.1%  0.0 % 18.2% 27 .2%  9.1% 18.2%  9.1%  

全体 14.4%  17. 7% 17. 7% 11. 0% 24. 1%  6.3%  6.6% 2.2%  

※20%以上を青字 

 

「顧客獲得・販路開拓」を経営課題とする事業者が最も多い結果となりましたが、その中でも建設業については、

「雇用・社員育成」を第１の課題としており、顧客獲得や販路拡大以上に、人手（職人）不足が問題視されて

いると読み取れます 

業種別に見ると、卸売業・小売業・理美容業については「競合」と回答する割合も多く、他社との競争の激しさが

見て取れます。また、飲食業に関しては「顧客獲得・販路開拓」と同数で「雇用・社員育成」を課題としている事

業者が多い結果となり、飲食業における業界特有の構造的な問題もあり、採用についても苦戦していると考えら

れます。 
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（１１）自社の経営課題について（エリア別）  

資金繰り 競合 
雇用 

社員育成 
事業承継 

顧客獲得 

販路開拓 
広報・PR 情報収集 その他 

西区 22  22  29  13  28  5 4 4 

北区 16  18  27  16  39  14  8 3 

大宮区 28  41  31  20  44  11  14  6 

見沼区 19  23  20  14  27  5 5 5 

中央区 17  26  23  7 31  10  9 2 

桜区 19  15  16  10  31  10  10  1 

浦和区 19  33  30  24  46  15  15  1 

南区 18  22  21  16  29  8 12  4 

緑区 11  18  18  12  23  5 4 0 

岩槻区 42  43  45  31  57  10  16  7 

未回答 1 0 1 0 0 0 0 0 

全体 212 261  261 163  355  93  97  33  

  

資金繰り 競合 
雇用 

社員育成 
事業承継 

顧客獲得 

販路開拓 
広報・PR 情報収集 その他 

西区 17.3%  17.3%  22.8%  10.2%  22. 1%  3.9%  3.2%  3.2 %  

北区 11.3%  12.8%  19. 2% 11.3%  27.7%  9.9%  5.7%  2.1%  

大宮区 14.4%  21.0%  15.9%  10.2 % 22.6%  5.6%  7.2%  3.1%  

見沼区 16.1%  19.5%  17.0% 11.9%  22.9%  4.2%  4.2%  4.2%  

中央区 13.6%  20.8%  18.4%  5.6%  24.8%  8.0%  7.2%  1.6%  

桜区 17.0%  13.4%  14.3%  8.9%  27.7%  8.9%  8.9%  0.9%  

浦和区 10.4%  18.0%  16.4%  13.1%  25.1%  8.2%  8.2%  0.6%  

南区 13.8%  16.9%  16.2%  12.3%  22.3%  6.2%  9.2%  3.1%  

緑区 12.1%  19.8%  19.8%  13.2%  25. 2%  5.5%  4.4%  0.0%  

岩槻区 16.7%  17.1%  17.9%  12.4%  22.7 %  4.0%  6.4%  2.8%  

未回答 50.0%  0.0%  50.0%  0.0%  0.0%  0.0%  0.0%  0.0%  

全体 14. 4% 17.7%  17.7%  11. 0% 24.1%  6.3%  6.6%  2.2%  

※20%以上を青字 

 

どのエリアに関しても「顧客開拓・販路開拓」を課題としている事業者が多い結果となりました。但し、西区について

は、建設業（第１の課題が「従業員の雇用や社員育成」となった業種）の割合が42.9% と他のエリアに比べて

高かったことから「従業員の雇用や社員育成」という結果になりました。 
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（１２）去年との売上高の比較について（法人、個人） 

  
増加 

(10% 以上) 

やや増加 

(5% 以上) 
変わりない 

やや減少 

(5% 以上) 

減少 

(10% 以上) 
未回答 

法人 47  104  147  111  88  0 

個人 19  52  102  102  93  1 

法人・個人 0 1 1 1 3 0 

どちらでもない 0 1 1 1 0 0 

全体 66  158  251  215  184  1 

  
増加 

(10% 以上) 

やや増加 

(5% 以上) 
変わりない 

やや減少 

(5% 以上) 

減少 

(10% 以上) 
未回答 

法人 9.5%  20.9%  29.6%  22.3%  17.7%  0.0%  

個人 5.2%  14.1%  27. 6% 27. 6% 25. 2% 0.3%  

法人・個人 0.0%  16.7%  16.7%  16.7%  49 .9% 0.0 ％ 

どちらでもない 0.0%  33.3%  33.3%  33.3%  0.0%  0.0 ％ 

全体 7.5%  18.1%  28.7%  24.6%  21.0 % 0.1 ％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人の売上が増加（10％以上と5% 以上の合計）している事業者が151 社（30.4% ）に対して、個人の

売上が増加（10％以上と5% 以上の合計）している事業者は71 社（19.3% ）と増加している割合に開き

がみられました。 

これは、一定の景気向上により法人の利益に関しては改善が見られているものの、個人所得までお金が環流して

いない現状があるものと思われます。 

今後も引き続き法人の利益改善が進むにつれて個人所得が増加して個人消費に関しても増加していく可能性も

考えられます。 
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（１３）経営者の年齢と自社の強みについて 

 

  自社の 

独自技術 

自社の 

独自商品 

商圏の 

優位性 

知識・ 

経験 

業界 

ネットワーク 
資金力 その他 

20 歳～ 0 0 0 0 0 0 0 

30 歳～ 8 10  4 22  6 3 7 

40 歳～ 47 28  19  96  39  4 10  

50 歳～ 55 36  18  112  41  8 12  

60 歳～ 76 51  25  142  40  7 19  

70 歳～ 47 35  16  94  24  3 11  

未回答 2 1 1 0 0 0 0 

全体 235  161  83  466  150  25  59  

 

  自社の 

独自技術 

自社の 

独自商品 

商圏の 

優位性 

知識・ 

経験 

業界 

ネットワーク 
資金力 その他 

20 歳～ 0.0%  0.0%  0.0%  0.0%  0.0%  0.0%  0.0%  

30 歳～ 13.3%  16.7%  6.7%  36. 6%  10.0%  5.0%  11.7%  

40 歳～ 19.3%  11.5%  7.8%  39.5%  16.1%  1.7%  4.1%  

50 歳～ 19.5%  12.8%  6.4%  39.7%  14.5%  2.8%  4.3%  

60 歳～ 21.1%  14.2%  6.9%  39.5%  11.1%  1.9%  5.3%  

70 歳～ 20.4%  15.2%  7.0%  40.9%  10.4%  1.3%  4.8%  

未回答 50.0%  25.0%  25.0%  0.0%  0.0%  0.0%  0.0%  

全体 19 .9%  13.7% 7. 1% 39 .5%  12.7% 2.1% 5.0 % 

※各年代の１位のデータを青字、2 位のデータを緑字で記載 

 

全体的に「代表者や従業員の知識・経験」を挙げている事業者が多く、次点では「自社独自の技術」となりますが、

30 歳代のみ、「自社の独自商品」となっております。若い経営者は独自技術より自社のアイディアを売りにしている

事業者も多いと思われます。 
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【総評】 

本アンケート結果より、ほぼ全ての業種において厳しい状況が見て取れます。 

そのような中にあっても、２０２０年に開催が予定されている東京オリンピック需要等もあってか、建設業におい

ては景気が「好転している」、または、「変わりない」といった回答が他業種に比べ多く寄せられました。 

同様に、今後の見通しについても特に建設業が上向きの様子を示しています。次いで不動産業の順となってお

り、いずれも東京オリンピックの影響によるものと想定されます。 

エリア別の景気としては、西区を中心とした大宮地区周辺において回復の兆しを見せており、今後の見通しとし

ても、大宮地区周辺にて上向きの動きが見て取れました。 

   

企業の根幹をなす雇用の状況としては、現状変わりがなく過不足もないといった結果が示されているものの、景

気が上向きであると予想される企業においては増加の傾向もあり、今後、特に建設業界において雇用の増加が期

待されます。 

 

企業が抱える課題としては、業種問わず「顧客獲得・販路開拓」が多く、次いで競合他社の影響、雇用・社員

育成の順となりました。また、企業の持続的発展において重要となる事業承継問題については、過渡期となる経

営者の年齢が６０歳代において、半数以上後継者がいないといった回答が寄せられています。 

顧客獲得・販路開拓などの運営面はもちろんのこと、事業の持続的発展を遂げるうえでの事業承継（後継者

問題）についても、着手できていない状況を考えると当面の課題であるといえます。 

 

そのような経済動向の中、当商工会議所が取組むべき課題は山積しております。 

多岐にわたるニーズに対応した課題解決に向けて、業種毎の見通しや特徴など本アンケート結果を活用いただ

き、企業自らが「経営状況の分析」・「事業計画策定」・「見直し」・「改善」と言ったPDCA サイクルを円滑に回す

ことで、事業の持続的発展に繋げられるよう、より一層のサポート体制を構築してまいります。 
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